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第２回群馬地方労働審議会議事録 

１ 日時 

   平成３０年３月９日（金） 14時00分～16時00分 

 

２ 場所 

   群馬労働局 大渡町分庁舎（群馬県公社総合ビル）９階会議室 

 

３ 出席者 

   委 員  小林委員、竹内委員、津川委員、中嶋委員、吉田委員、菊池委員、 

木闇委員、鈴木委員、田村委員、山田委員、渡邊委員、狩野委員、 

須藤委員、原田委員、樋口委員、山口委員 

事務局  半田局長、堀江総務部長、藤中労働基準部長、小林職業安定部長、 

千葉雇用環境・均等室長、小林労働保険徴収室長、永田監督課長、 

佐藤健康安全課長、松村賃金室長、井上労災補償課長、 

根岸職業安定課長、石井需給調整事業室長、鈴木職業対策課長、 

久保田訓練室長、吉澤雇用環境改善・均等推進監理官、 

丸山雇用環境・均等室長補佐、生方総務企画官、松本地方総務指導官 

 

４ 議題 

平成２９年度群馬労働局行政運営方針の進捗状況等及び平成３０年度群馬労働局行政運営方針

（案）について 

 

５ 議事 

○ 総務企画官 

 それでは、ただいまから平成29年度第２回群馬地方労働審議会を開会いたします。 

 会長に議事進行をお願いするまでの間、進行役を務めさせていただきます総務企画官の生方でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日、公益代表の宮嵜委員と使用者代表の渡辺委員がそれぞれ欠席されておりますが、合計16名

の委員にご出席をいただいております。したがいまして、地方労働審議会委員の３分の２以上の委

員の方にご出席いただいておりますので、地方労働審議会令第８条第１項の規定に基づきまして、

本審議会が有効に成立しておりますことをご報告申し上げたいと思います。 

 議事に入る前に、幾つかのご連絡をさせていただきます。 

 本日の会議の終了予定時刻でございますが、16時を予定しております。会議の進行に当たりまし

て、ご協力をお願い申し上げたいと思います。 

 また、本審議会の議事録は、群馬労働局のホームページに掲載することとしておりますので、机

の上にありますＩＣレコーダーにより、議事内容を録音させていただきます。あらかじめご了承い



 2

ただきたいと思います。また、発言者のお名前を公開させていただきますので、ご発言の際には、

お名前をおっしゃってからご発言いただきますよう、あわせてお願い申し上げます。 

 なお、事前に配付させていただきました資料のご確認につきましては省略させていただきますが、

本日、机の上に次第と出席者名簿、座席表、委員の方々の名簿、厚生労働省組織令及び地方労働審

議会令をつけさせていただいております。それと労働市場速報を机の上に置かせていただいており

ます。ご確認ください。もし欠落等ございましたら、言っていただければ、係の者がお席までお持

ちしたいと思っております。 

 それでは、開会に当たりまして、半田労働局長からご挨拶を申し上げます。 

 半田局長、お願いします。 

○ 労働局長 

 半田でございます。皆さん、こんにちは。当審議会委員におかれましては、日ごろから労働行政

にご支援、ご協力を賜りまことにありがとうございます。 

 また、本年度２回目でございます群馬地方労働審議会を開催させていただきましたところ、年度

末でご多忙のところ、当審議会にご出席いただきまして、まことにありがとうございます。 

 本日は、厚生労働省組織令、地方労働審議会令第156条の２第２項に基づいて、ご審議いただくも

のでございます。 

 29年度につきましては、経済社会構造の変化に対応して、労働環境の整備を進め、生産性向上を

図るとともに、働き方改革を進め、経済成長を進めていくことが重要性な政策方針として、行政運

営を行ってまいりました。 

 年度末になりましたので、おおむねこの１年間の事業実績等についてご説明申し上げます。 

 また、30年度につきましては、生産性革命と人づくり革命により、経済成長軌道を確かなものに

するとともに、あらゆる労働者にかかる労働環境の整備、構築が最重要課題だと認識しております。 

 このため、働く人の視点に立った働き方改革を着実に実施することが求められております。特に、

働き方改革につきましては、労働者の健康と未来の群馬をつくり上げていく人材確保のための必修

のバイブルであるというふうに認識しておるところでございます。 

 このような要旨で作成しました群馬労働局30年度運営方針（案）について、各部長から説明させ

るとともに、委員からの意見を頂戴したいと思っております。非常に短時間にはなりますけれども、

審議会の活発なご議論をよろしくお願いしたいと思います。 

 今日はよろしくお願いします。 

○ 総務企画官 

 では、これより議事に入らせていただきます。 

 今後の議事進行につきましては、津川会長にお願い申し上げます。 

 それでは、津川会長、よろしくお願いいたします。 

○ 津川会長 

 一言ご挨拶申し上げます。今、局長からもございましたように、働き方改革ということで、何か

と話題になっておりますが、私は、実は、裁量労働制に含まれておりまして、いつ働いているんだ
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ろうというお叱りを受けないように頑張っているつもりでございますが、いずれにしましても、労

働行政に対する注目度が高まっておりますし、今審議会の議論もぜひ活発にというふうに願ってお

ります。 

 では、改めまして、委員の皆様には、年度末の何かとお忙しい中、ご出席をいただきまして、ま

ことにありがとうございます。ご案内のとおり、本日は平成29年度が終わりに近づいている中で、

群馬労働局行政運営方針に基づく、これまでの進捗状況と、平成30年度の同方針（案）につきまし

て、報告を受けることになっております。 

 委員の皆様からは、これからの報告内容につきまして、ご意見を頂戴したいと思っております。 

 なお、先ほど事務局より終了予定時間の話がございました。できる限り時間内に終了するよう進

行してまいりたいと思いますので、皆様のご協力をお願いいたします。 

 それから、本日の議事録署名人でございますが、労働者側からは、鈴木委員お願いします。使用

者側からは、山口委員よろしくお願いいたします。 

 では、お手元に配付しております次第に沿って、進行させていただきます。 

 議事の（１）平成29年度群馬労働局行政運営方針下期の進捗状況等及び平成30年度群馬労働局行

政運営方針（案）について、事務局より報告をお願いいたします。 

 最初に、雇用環境・均等室長お願いいたします。 

○ 雇用環境・均等室長 

 雇用環境・均等室長の千葉でございます。改めまして、よろしくお願いいたします。申しわけご

ざいません、着座にて説明させていただきたいと思います。 

 まず、今年度の私どもの雇用環境・均等関係業務の進捗状況でございますが、前回、11月２日の

審議会以降の動きを中心にご説明させていただきたいと思います。お手元の説明要旨、それから資

料ナンバー２－１、２、３までご用意いただければと思います。 

 私どもは重点対策といたしまして、３点、働き方改革の推進、女性の活躍推進、働きやすい職場

づくりの推進に取り組んできたところでございます。 

 その中で、状況といたしましては、１ページ目の真ん中ですけれども、働き方改革の推進といた

しまして、ポツの下から１つ目と２つ目のところをご覧いただきたいと思います。 

 今年度下期におきましては、下から２つ目のポツになりますが、商工会議所や商工会などが主催

する会議に出向いていきまして、働き方改革の周知の機会をいただけないかということで、要請な

どをさせていただいております。 

 また、労働団体が主催する会議にも積極的に参加してまいりました。さらに、労働局、監督署、

安定所（ハローワーク）が一体となって、中小企業、小規模事業者の方に対して説明する機会も設

けてきたところでございます。 

 資料ナンバー２－１をご覧いただけますでしょうか。 

 これは、私ども群馬労働局が、働き方改革を進めていくに当たってのコンセプトとしたものでご

ざいます。少子高齢化の中で労働力人口が減少して、人手が不足してまいりますが、人手不足を解

消してから「働き方改革」ということではなくて、発想を転換していただいて「働き方改革」で働
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きやすい職場をつくっていただくということでございます。これによって人が集まり、また、従業

員の健康も確保できる、さらには生産性・経営力も向上していくというようなことを前面に出しま

して、周知を行ってまいりました。 

 この資料の一番最後になりますけれども、特に、11月以降の実績を記載しておりまして、左の上

のほうになりますけれども、11月から１月にかけまして、県内各地で123回の周知の機会を設けたと

ころでございまして、2,805人の方に参加していただきました。 

 地域別としてありますように、県内各地でやらせていただいております。また、小規模なものか

ら大規模なものまで、また、さまざまな業界の方とも連携させていただきながら、進めてまいった

ところでございます。 

 これを、まず、ご披露させていただきたいと思います。 

 それから、先ほどの資料に戻っていただきまして、ちょうど１ページ目の先ほどのポツの下から

３つ目になりますけれども、この働き方改革を進めていくに当たりましては、群馬県と歩調を合わ

せて取組を進めてきておりまして、雇用戦略本部の下部組織が行うヒアリングなどへの参画ですと

か、あるいは、本部への参画、こういったものを通しまして、働き方改革推進の対応方針案の検討

を一緒にさせていただきまして、２月19日の雇用戦略本部にて、対応方針案が決定されたところで

ございます。この方針案に基づきまして、来年度事業展開するということで確認されているところ

でございます。 

 次、めくっていただきまして、ワーク・ライフ・バランスの推進でございますが、企業に対しま

して、ワーク・ライフ・バランスへの取組の働きかけを行っております。今年度12月末現在の実績

でございますが、247件行っておりまして、昨年度よりかなりやらせていただいたということだろう

と思っております。 

 続きまして、両立支援対策の推進の関係ですけれども、育児・介護休業法に関する相談件数でご

ざいますが、12月末現在で496件という状況でございまして、内容といたしましては、法定の制度に

関するものが７割程度、364件とございますが、また、育児介護休業にかかわる不利益取り扱いに関

する相談、これが68件で15％程度あったところでございます。 

 また、企業指導につきましては、ちょうど29年１月と10月に改正育児・介護休業法が施行されて

おりまして、同法に基づく指導件数といたしましては、689件という状況になっております。 

 それから、次世代育成支援対策推進法関係になりますけれども、「くるみん」の認定件数でござい

ますが、ちょっとめくっていただいて、３ページになりますが、今年度に入りまして、「くるみん」

認定を７件、12月末現在でいたしております。その結果、47社が「くるみん」を取得しているとい

う状況になっております。また、「プラチナくるみん」につきましては、２件認定いたしまして４社

という状況になっております。 

 続きまして、均等確保対策の推進の関係でございますが、均等法に関する相談件数は225件でござ

いました。このうちセクハラに関するものが68件で３割程度、妊娠・出産等不利益取扱いに関する

ものが58件で、25％程度あったところでございます。 

 また、均等法に基づく指導でございますけれども、こちらも29年１月に施行されました改正均等
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法に基づく指導といたしまして、266件行ったところでございます。 

 それから、その下にまいりますが、女性活躍推進法の履行確保の関係でございます。 

 これもまためくっていただきますが、女性活躍推進法に基づく行動計画の策定届出の義務づけが

ある企業、301人以上の企業規模の企業でございますが、行動計画の届け率は100％となっておりま

す。 

 また、努力義務となっております300人以下の企業でございますが、届出数は29年12月末現在で39

件という状況でございました。現状、これが50社程度に増えているところでございます。 

 それから、今の女性活躍に関する関係の資料でございますが、資料ナンバー２－２をご覧いただ

きたいと思います。これは、厚生労働省が女性活躍の企業データベースをスマートフォン版でも展

開していることを案内している資料でございます。女性活躍推進法は行動計画をつくっていただい

て、毎年実績を公表するというところまで義務づけがされておりまして、公表するための媒体とい

たしまして、こういったデータベースを使っていただくことを説明しておりまして、県内でも115

社の企業が登録されています。 

 それでは、先ほどの資料に戻らせていただきます。 

 ４ページの真ん中になりますが、パートタイム労働対策の関係でございます。パートタイム労働

法に関する相談件数は、12月末現在16件で、パート法に基づく指導件数が407件という状況になって

おります。 

 ここまでが、働き方改革、女性活躍に関する施策の進捗状況でございます。 

 続きまして、働きやすい職場づくりの推進に関するもののご紹介をさせていただきます。 

 ５ページになりますが、（２）個別労働関係紛争等の解決の促進でございます。 

 こちらは資料の２－３をご覧いただきたいと思います。 

 今年度に入りまして、個別紛争関係の相談の件数でございますが、１月末現在で5,472件を受け付

けております。昨年度は6,236件という状況でございまして、今年度、２月、３月を考えますと、こ

れが伸びていって、おそらく6,500件程度になるのではないかと思っております。相談内容といたし

ましては、「いじめ・嫌がらせ」が最も多いという状況でございます。 

 それから、資料の６ページになりますけれども、６ページの上には、個別労働紛争解決促進法に

基づきます助言とあっせんの実績が書かれております。 

 助言につきましては、１月末現在で、申し出件数100件という状況でございます。また、あっせん

につきましては、１月末現在で44件という状況でございまして、いずれも昨年度をかなり上回るよ

うな状況になっておりまして、両者とも２割程度増えるのではないかと考えております。 

 それから、（３）労働条件の確保・改善対策の①無期転換ルールの関係でございます。 

 30年４月の本格的な適用前に、労働局におきましては、特別相談窓口を設置しております。 

 また、ナビダイヤルと申しまして、全国で同じ電話番号を周知しており、ここに架けていただく

と、所管の労働局に相談電話がつながるといった取組もしているところでございます。 

 また、３つ目のパラグラフになりますけれども、新聞広告への掲載であるとか、ＦＭ放送を活用

したラジオ広報の展開であるとか、経営者協会の会報誌などへの掲載であるとか、こういったよう
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なことでの周知・啓発を行っております。 

 また、労働局や監督署、安定所が主催する説明会、また集団指導の場における説明も行っている

ところでございます。 

 それから、その下の有期特措法の円滑な施行でございますが、法に基づきます第二種計画の認定

件数でございますが、12月末現在で410件という状況でございました。 

 次に７ページになります。一番最後のテレワークの関係になりますけれども、今年度、11月、12

月にかけまして、先進企業を訪問させていただきまして、実態把握に努めているところでございま

す。 

 また、厚生労働省で既存のテレワークのガイドラインを改正いたしておりまして、雇用型、自営

型のガイドラインの周知に現在、努めているところでございます。 

 以上が本年度の状況でございます。 

 続きまして、来年度の行政運営方針案につきまして、ご説明させていただきす。 

 資料ナンバー６と、資料ナンバー２－４をお手元に置いていただければと思います。 

 まず、冒頭局長からご説明させていただきましたとおり、行政方針の１ページから２ページにか

けまして、概括的な情勢把握であるとか、どういう考え方で行政展開を行うのかというところを書

いているところでございまして、２ページ目の真ん中から下以降につきましては、行政分野ごとの

重点施策を書いているものでございます。 

 私どもの関係につきましては、２ページの１、雇用環境・均等行政の重点施策になります。来年

度の重点的施策といたしましては、１点目、働き方改革の推進から、来年度は着実な実行というワ

ーディングで考えているところでございます。 

 また、２点目といたしまして、女性の活躍推進、３点目といたしまして、働きやすい職場づくり

の推進を行っていきたいと考えております。 

 まず、働き方改革の着実な実行と女性の活躍推進でございますけれども、今国会に一括法案の提

出が見込まれているところではございますが、現状といたしましては、働き方改革にかかわる総論

を中心とした普及啓発、機運の情勢ということを、先ほど見ていただきました資料によりますコン

セプトで、労働局を挙げまして推進しているところでございます。もし仮に法案が成立したという

ことになりますと、各論としての事業主に対しての法の周知、労働者への法の周知ということが具

体的に進んでいくというようなになろうかと思っております。 

 ３ページの３行目になりますけれども、また以下のところになりますが、働き方改革の実施に当

たりましては、働き方改革にかかわる包括的連携協定を金融機関と締結しておりまして、この協定

のもとで、さらに地域企業に対しての労働関係の施策であるとか、助成金の普及を図っていきたい

と考えております。 

 また、群馬県雇用戦略本部の開催とございますけれども、県と協働で雇用戦略本部を開催いたし

まして、県下の労使団体、行政機関、金融機関等、県下一体となった取組を推進していきたいと考

えております。 

 続きまして、非正規雇用労働者対策の関係でございます。（ア）事業主への支援といたしまして、
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群馬県働き方改革推進支援センターの設置が書かれております。 

 こちらは、資料ナンバー２－４をご覧いただきたいと思います。 

 これは47都道府県に支援センターを設置するというものでございまして、群馬労働局におきまし

ても、今、その準備をしているところでございます。 

 この支援センターでは、非正規雇用労働者の処遇改善であったり、労働時間制度に関すること、

また賃金制度に関すること、こういったようなことにつきまして、技術的な相談など、総合的な支

援を行ってまいります。 

 また、具体的には、専門家を配置いたしまして、相談援助、電話相談等の実施、また、商工会議

所や商工会、中小企業団体中央会などと連携させていただきまして、セミナーや出張相談会などを

実施するといった内容の事業となっております。 

 それから、（ウ）の同一労働同一賃金に関する制度の周知とありますけれども、この中で、同一労

働同一賃金導入マニュアルを周知するとございますが、これは30年度事業で厚生労働省が賃金制度

を含めた待遇全般の点検ができるものを、業界別に作成するということでして、これができた暁に

は周知していくこととしております。 

 次、めくっていただけますでしょうか。女性の活躍推進の関係になります。 

この４ページの真ん中に、女性の活躍推進とありますけれども、大企業の女性活躍の取組という

ものは、先ほど申しましたように、行動計画届出率100％ということで進んできたところでございま

すが、今後は、中小企業においても、そういった取組を進めていただけるような形での周知、啓発

も行っていくということを考えております。 

 それから、５ページになりますけれども、引き続き、次世代育成支援対策につきましては、くる

みんやプラチナくるみんの認定申請に向けた働きかけを行っていきたいというふうに考えておりま

す。 

 続いて、６ページの一番下になりますけれども、無期転換ルールの周知啓発になりますが、30年

４月から本格的な無期転換申込権が発生するということになりますが、引き続き、法の趣旨を踏ま

えた対応が行われるように、周知・啓発に努めていきたいと考えております。 

 それから、最後７ページになりますけれども、エ、最低賃金・賃金引上げに向けた中小企業・小

規模事業者への支援とございますが、先ほど申しました「働き方改革推進支援センター」での相談

支援というようなこととあわせまして、業務改善助成金の周知なども行っていきたいというふうに

考えております。 

 私どもからは、以上でございます。 

○ 津川会長 

 ただいまご説明いただきました雇用環境・均等行政、これにつきましては、平成29年度の現状、

取組状況、それから、平成30年度に向けての案を説明していただきました。 

 大きく重点対策としては３点ご説明いただきました。働き方改革の推進、それから、女性の活躍

推進、働きやすい職場づくりの推進ということで、それぞれ具体的な活動内容及び数値を用いて説

明をいただきました。申し遅れましたけれども、最初に各ご説明をいただいた上で、質疑応答に入
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りたいということでございますので、ご了承ください。 

 では、続きまして、労働基準関係の説明をお願いいたします。 

○ 労働基準部長 

 労働基準部、藤中でございます。よろしくお願いいたします。 

 行政の取組結果につきましては、資料３を使いましてご説明させていただきます。 

 その後に、お手元の群馬労働局各部室説明要旨によりまして、前後いたしますけれども、取組の

状況を説明させていただきます。 

 そして最後に、資料６をもちまして、平成30年度の行政運営方針（案）についてご説明申し上げ

ます。着座にて失礼いたします。 

 それでは、資料３をご覧いただきます。 

 資料３は、まず、カラー刷りの資料になっておりますけれども、１ページ目の資料でございます。

こちらは監督行政にかかる部分でございます。相談・申告・監督等の状況につきましてあらわして

おります。 

 まず最初のページのグラフでございますが、こちらは相談の件数を年間で示しております。ここ

でご注目いただきますのは、それぞれ色でどんな相談かということを示しておるんですけれども、

各色の中段の中に労働時間、紫色で示したところがございます。年を見ますと、相談件数は１万4,000

件から１万3,000件で、近年推移をしているところでございます。 

 その中で、この紫色の労働時間につきましては、28年までは増加の一途をたどっておりました。

一方で29年、実は、件数としては若干減少したんですけれども、全体の件数、１年間の全体の件数

から占めるその割合は、昨年よりも増えております。これが１つのポイントとなります。 

 １枚めくっていただきまして、右側のページをご覧いただきます。 

 監督指導等の実施状況でございます。こちらの中段の（２）監督指導等実施状況及び違反状況を

ご説明させていただきます。 

 ここでご注目いただきますのは、列で見ますと、真ん中の列なんですけれども、29年全産業の違

反の状況につきまして、労働基準法及び最低賃金の項目の中に、労働時間関係があります。これを

クロスしていただきますと、ちょっと見にくいんですけれども、457件の違反が認められるところで

ございます。 

 この457件というのは、全産業の違反の項目の中で一番多い件数となっております。そして、この

労働時間の違反の具体的な内容は、36協定を結んでいない、また、36協定の上限を超えた残業を行

わせているというものが、ほぼ全てでございます。 

 このような状況から、労働時間の相談が一番増えている、また、違反も多くなっているというこ

とが認められるところでございます。 

 次に、労働災害の防止につきまして、資料ナンバー３－２をご覧いただきます。 

 健康安全行政の関係でございます。平成30年の労働災害の発生状況でございます。上の大きな表

の下段のほうに「計」という列がございます。この右側のほうへずっと流れていきますと、若干色

分けして枠組みをとらせていただいております数字「19」の「2,194」という数字がございます。こ
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れが群馬県内の平成29年、１年間の労働災害の発生状況でございます。 

 19というのは死亡者数でございます。2,194は休業４日以上、死亡者数を含んでの総数でございま

す。この数字は、右側のさらに「14」「2,274」という数字がございますが、これは一昨年の数字で

ございます。この数字を見ますと──ただいまご説明しました数字は、平成29年の数字でございま

した。修正させていただきます。失礼しました。 

 そして、今、ご紹介しました「14」「2,274」は、平成28年の数値結果でございます。これを見ま

すと、死亡災害は増えております。一方で、死傷災害全体は下がっているところでございます。 

 １ページめくっていただきまして、右側の表をご覧いただきます。 

 第12次労働災害防止計画の推進状況でございまして、これは５カ年計画で労働災害を防止してい

く計画の本年度が最終年度にありますということを示しております。 

 この計画期間中の目標が、死亡災害につきましては、５年間で85人以内のところが、実績としま

しては、残念ながら88人と、目標を達成することはできませんでした。 

 同様に死傷災害につきましても、2017年において、これは単年度の数字でございますけれども、

1,873人以内とするところ、2,194人ということで、こちらも残念ながら、目標は達成していないと

ころでございます。 

 一方で、来年度からの第13次労働災害防止計画、５年間の計画が始まります。こちらの目標につ

きましては、①死亡災害につきましては15％減少させる、②死傷災害全体につきましては５％減少

させることとしております。 

 次に、資料ナンバー３－３をご覧いただきます。 

 賃金行政に係る部分でございます。群馬県の最低賃金につきましては、全ての労働者に適用され

るその額が783円としまして、昨年10月７日に発効いたしました。一方で、産業別最低賃金、特定最

低賃金につきましては、それぞれ４つの項目を挙げておりますが、それぞれ昨年12月22日に発効し

た状況にございます。 

 １ページを開けていただきます。 

 労災補償行政の取組の結果等でございます。 

 資料ナンバー３－４、裏側を見ていただきます。資料の一番最後になりますが、ご注目いただき

ますのは、中段の５でございます。心理的負荷による精神障害等事案の労災補償状況の推移でござ

います。 

 紫色になっております縦グラフが、これが請求件数になっております。本年度、その請求件数は

22件と、過去最高の数字をあらわしているところでございます。件数は多いのですけれども、１件

１件、迅速公正にその処理を行うということに取り組んでいるところでございます。 

 また、この背景に、長時間労働などの過重労働が認められる、またはメンタル対策が不十分であ

るという場合には指導を行うこととしております。 

 こちらが、今、ご説明しましたところが、本年度の取組の結果等についてでございます。前後い

たしますけれども、要旨によりまして、取組のポイントについてご説明させていただきます。 

 よろしいでしょうか。お手元の群馬労働局各部室説明要旨でございます。こちらの８ページをご
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覧いただきます。 

 労働基準行政としましては、本年度重点対策としまして、３つの項目を掲げました。１つ目は、

働き過ぎ防止に向けた取組の推進、２つ目が、労働災害多発業種等に対する重点的な災害防止対策

の推進、３つ目、最低賃金額の周知徹底について掲げたところでございます。 

 こちらでの取組のポイントについて、ご説明させていただきます。 

 Ⅱ施策の推進状況、１、働き過ぎ防止に向けた取組の推進でございます。ここのポイントは、（２）

の一番下のほうにポツがあるんですが、ポツの下から２番目でございます。管内企業の長時間労働

削減に向けた積極的な取組事例の収集及び紹介、こちらは監督行政に係る部分なんですけれども、

通常監督行政ですと、事業場にお伺いしまして監督指導、是正指導を行うということがメインにあ

るんですけれども、この取組は、管内企業の長時間労働抑制に向けた、これはお手本となる企業で

あるというところを、積極的に県民の皆様に紹介させていただきまして、どうぞ皆さんで同じよう

に取り組めるところは取り組んでくださいという手法をとったところでございます。 

 次に、２、労働災害多発業種等に対する重点的な災害防止対策の推進につきまして、９ページを

ご覧いただきます。 

 ９ページの真ん中の②平成29年度下半期、ここのアをご覧いただきます。このアがポイントにな

ります。建設工事に関する一酸化炭素中毒による死傷災害の発生を踏まえ、一酸化炭素中毒予防の

取組強化等について、関係団体へ緊急要請を行いました。これが10月でございました。 

 この一酸化炭素中毒につきましては、残念ながら、その後にさらに発生しまして、今年度、トー

タルで４件の一酸化炭素中毒が発生しまして、その結果、19人の方が被災されました。うち１人の

方が死亡されたところでございます。 

 このような状況から、本日、資料には間に合わなかったんですけれども、３月の記者会見の中で、

県民の皆様に向けまして、一酸化炭素中毒の防止につきまして、周知啓発を公表として行わせてい

ただいたところでございます。 

 次に、最低賃金額の周知徹底等につきまして、10ページをご覧いただきます。 

 10ページの上から２段目、（３）群馬県最低賃金及び特定最低賃金の周知、ここがポイントでござ

います。県民の皆様に広く最低賃金を知っていただくためには、各市町村、全ての市町村の広報紙、

ホームページ等に、その周知、広報の内容を掲げていただくことは重要でございますが、現在のと

ころ、35の市町村のうち34につきまして、その掲載が確認されたところでございます。 

 また、残り１の市町村につきましても、今後載せていただくということで、各市町村に足を運び

まして、その周知広報をお願いしているところでございます。 

 それから、４、その他でございますが、こちらの中でご注目いただきますのは11ページ、中段よ

り少し上の（４）治療と仕事の両立支援の推進、こちらは働き方改革実行計画の一環として実施し

ているものでございます。治療をしながら仕事を続けられる、これは人材確保にもつながるという

ことも考えられますので、今後とも積極的に行っていくこととしております。 

 以上が、平成29年度の取組の状況でございます。 

 最後に、平成30年度の労働基準行政の取組につきまして、その案をご説明申し上げます。 
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 資料６の８ページをご覧ください。 

 最重点施策としまして、（１）から（３）まで、（１）長時間労働の抑制及び過重労働による健康

障害防止対策の推進、（２）第13次労働災害防止計画に基づく対策の推進、（３）最低賃金制度の適

切な運営と掲げさせていただきました。 

 こちらには、最重点施策とございますとおり、重点施策につきましては、その後、（１）から（９）

まで掲げております。この中で、29年度と違う部分、またポイント等についてご説明させていただ

きます。 

 まず、（１）でございます。長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害防止対策の推進、これ

は29年度の重点施策の中でも掲げていたところでございますが、平成29年度は働き過ぎ防止に向け

た取組を推進しておりました。 

 こちらは過重労働による健康障害の防止、健康障害の防止の観点も重要な部分になりますので、

一緒にあわせて、この重点施策のワードとしております。 

 次に、（２）、８ページの下段でございますが、第13次労働災害防止計画に基づく対策の推進、労

働者が安全で健康に働くことができる環境整備を続けてまいります。これが30年度からの５年間の

計画となります。 

 次に、９ページ、（３）をご覧いただきます。最低賃金制度の適切な運営、こちらは文言を少し変

えました。最低賃金の周知というのが、29年度、本年度の重点でございましたが、最低賃金制度と

いうこととさせていただきました。 

 これは、群馬地方最低賃金審議会の公労使皆様のご協力をいただきながら、まずは円滑に運営す

ることが大切であるということから掲げております。 

 次に、13ページをご覧いただきます。 

 13ページ、下段の（８）でございます。治療と仕事の両立支援の推進、こちらにつきましては、

平成29年度の取組につきましても、ご説明申し上げましたところでございますけれども、平成29年

につきましては、この取組の推進チームを設けて、リーフレットの周知をしますということだけで

ございましたけれども、１ページめくっていただきますと、14ページでございます。産業保健総合

支援センターが行う各種支援サービスの利用促進ということで、行政だけではなくて、この支援セ

ンターをしっかりと県民の皆様に周知を行って、治療と仕事の両立支援を進めていくということを

目標としております。 

 労働基準行政の取組、また平成30年度の運営方針（案）については、以上でございます。よろし

くお願いいたします。 

○ 津川会長 

 ありがとうございました。 

 ただいま労働基準行政についてのご説明をいただきました。同じように重点対策として３点掲げ

ていただきまして、働き過ぎ防止に向けた取組の推進ほかということになるわけですが、昨今の状

況を含めて、労働時間の相談が非常に増えているということが特徴的だということでございました。

かつ違反件数も増えているということ、それから労災に関しても防止対策にしっかり取り組んでい
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るんだけれども、死亡数、死傷者数ともに増加する傾向にあると。 

 ちょっと途中で申しわけなかったんですが、ご説明いただいた中で、一酸化炭素中毒のご説明が

あったんですが、具体的にはどういうことだったんでしょうか。ちょっと初めてご説明いただいて

いるので……。 

○ 労働基準部長 

 まず、10月にありましたのは、建設工事現場でございます。それ以降ありました現場につきまし

ては、トンネルの中、あとは事務所の中等でございまして、いずれもそれぞれ通気の悪い環境の中

で、エンジンを回して機械を使うという状況がございまして、その状況の中で換気を行なわせなか

ったことから、一酸化炭素中毒に罹患したというものでございます。 

○ 津川会長 

 そうですか、ありがとうございました。 

 そのほか最低賃金額の周知徹底ということで、さまざまな取組がなされているということ、それ

から、労災関係に関しては、メンタルのところが少し目立っているというふうなところがポイント

だったと思います。 

 途中ちょっと口を挟んでしまいまして、申しわけありませんでした。 

 では、続きまして、職業安定部長、お願いいたします。 

○ 職業安定部長 

 職業安定部の小林でございます。私からは職業安定行政につきまして、29年度の実施状況と30年

度の計画について簡単にご説明いたします。着座にて失礼いたします。 

 それでは、説明要旨の12ページをご覧ください。 

 第１回の審議会でも申し上げましたが、職業安定行政につきまして、今年度の重点対策は３点で

ございます。１点目は、全員参加型社会の実現に向けた取組の推進。子育て中の女性、若者、障害

者、高齢者など、多種多様な方の活躍を促進するものです。 

 ２点目は、効果的なマッチングの推進による就職支援。個々の求職者に沿ったきめ細やかな支援、

また建設業、介護分野などの人手、人材部不足対策の取組です。 

 ３点目は、ハロートレーニングの活用による人材育成の推進。職業訓練によりまして、求職者、

在職中の労働者の能力を高めるものでございます。 

 以上、３点を中心に職業安定行政に取り組んでおりますが、Ⅱ施策の推進状況では、個別の施策

に入ります前に、最近の雇用情勢について、簡単にお話をいたします。 

 資料４－１と、机上配付しております労働市場速報（平成30年１月分）というものをご覧いただ

けますでしょうか。 

 まず、資料４－１は、平成29年12月分の労働市場速報です。 

 群馬県の有効求人倍率は1.66倍ということで、全国平均の1.59倍よりも高く、好調ということで

す。それで机上配付は、つい先日公表いたしました平成30年１月分の労働市場速報でございます。

こちらは若干下がりまして、1.61倍というのが、群馬の最新のデータでございます。 

 少し下がりましたが、まだ全国よりも高いという数字でございますし、例えば、ご承知のとおり、



 13

リーマン・ショックのころは0.5倍にも満たないということから考えると、隔世の感があるというこ

とで、労働市場としては大変好調なのかなと。 

 他方で、例えば建設業、介護、運輸とか、そういった分野については、やはり人手不足というも

のが顕在化しているという状況でございます。 

 資料12ページのほうにお戻りいただけますでしょうか。今の説明を前提に置きまして、簡単にご

説明いたします。 

 まず、１、全員参加型社会の実現に向けた取組の推進ですが、子育て求職者、こちらに対して、

再就職支援というものを充実しております。 

 前橋・高崎・太田のハローワークに、マザーズコーナーがございますが、こちらを中心に支援を

進めております。先月、２月ですが、今、申し上げた地域に加えまして、沼田と館林でも、合わせ

て計５カ所で託児コーナー付きの面接会を実施いたしました。 

 求職者は大変減少傾向にあるのですが、この面接会につきましては、前年度よりも50名ほど多い

369名のお母さん方に参加をいただいております。 

 そしてその下、（２）新規学卒者・若年者への雇用対策の推進ですが、こちらについては、学卒者

を取り巻く状況というのが好調になっております。 

①高校卒業予定者についてですが、新規求人数は、１月末現在では8,236人と、前年から大幅に数

を増やしております。１月末現在の就職内定率については、平成６年３月卒業者以降最も高くなっ

ておりまして、96.7％という内定率でございます。 

 ②大学卒業予定者も、同様に非常にいい状況が続いておりまして、13ページですが、内定率が調

査以降、過去最高ということで、１月末現在ですけれども、85.4％ということで、高くなっており

ます。 

 続いて、その下の（３）障害者雇用の促進です。 

 平成29年の群馬県の障害者雇用率は、前年の1.90％よりも大きく上昇しておりまして、1.96％に

なっておりますが、全国平均よりもわずかに下回っている状況です。他方で、達成企業割合は57.5％

と、全国よりも高くなっている状況です。 

 すみません、１点訂正ですが、その下の括弧の中に、達成企業割合が「56.4％」になっています

が、これは「57.5％」の誤りで、その右横にあります、前年の「52.3％」が「56.4％」でございま

す。訂正させていただきます。申し訳ございません。 

 皆様ご承知のとおりかと思いますが、来年度、つまり来月４月から障害者雇用率、今、2.0％とい

うものが2.2％に上昇いたします。そのため県と合同で、②、③のとおり、雇用率を達成している企

業にも、未達成の企業にも、訪問指導実施をしております。 

 また、この2.2％の上昇というものが、精神障害者の雇用が義務付けられるというものを踏まえて

いますが、最新の状況なので、資料には載せられなかったのですが、この３月には、精神障害者雇

用キャンペーンということで、事業主団体の方々に、精神障害者の雇用、傘下の企業の皆様に周知

いただくよう、お願いを申し上げております。 

 つい一昨日と、あと本日も、関係者の方には要請させていただきました。この場を借りてお礼を
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申し上げるとともに、引き続きよろしくお願いしたいと思います。 

 こういった関係機関、企業の皆様のご理解、ご協力もありまして、障害者雇用の機運は年々高ま

っております。⑥のところですが、12月末時点のハローワークでの障害者の就職件数は1,022件とな

っておりまして、前年、過去最高でしたが、それを上回る見込みとなっております。 

 続いて、（４）高年齢者雇用の促進についてです。 

 29年の「高年齢者雇用確保措置」の実施割合は98.8％ということで、前年よりも0.3ポイント増加

しております。非常に高い数値ですけれども、こちらをまだ実施していない企業の５社に対しまし

ても、既に指導を実施しております。順調に取組が進んでいるかと思います。 

 続きまして、おめくりいただいてよろしいでしょうか。 

 14ページの２、効果的なマッチングの推進による就職支援でございます。 

 先ほど申し上げましたが、雇用情勢は堅調な動きを示しておりますが、求職者の数は59カ月連続

で減少しておりまして、分野によっては人手不足というものが顕在化していると。こうした中、担

当者制による個別支援を実施するなど、個々の求職者に寄り添ったきめ細やかな支援を実施してい

るところです。 

 また、先ほど申し上げた建設とか、介護といった人材不足対策の取組といたしまして、建設業、

介護分野で①、②とございますが、どちらも県、関係団体の皆様と連携をしながらセミナーを開催

したり、あとは面接会を開催したりということで、特別な支援を行っております。 

 また、その下、③人材確保のための企業ＰＲということですが、これは建設とか介護といった分

野にかかわらず、人手不足というものを解消するために、企業ＰＲシートというものを、求人票と

は別に作っております。 

 こちらは働き方改革の取組欄を設けて、その求人票を出していただいている企業の皆様に対しま

して、求人票とあわせて、こういった企業ＰＲシートも提出いただき、ハローワークに掲示をお勧

めしております。こちらについては、働きやすい職場を求職者にアピールいただけるものだと思っ

ております。 

 続いて、少し飛びまして、16ページに移ります。 

 16ページ、大きな柱の３つ目、ハロートレーニングの活用による人材育成の推進でございます。

だいぶハロトレという言葉も定着してきたかと思いますが、この認知度を高めて、また、より活用

いただけるよう、先日、新聞の求人チラシ、フリーペーパーの求人誌を活用して、大きく周知をい

たしました。 

 また、訓練についても、県と高齢・障害・求職者雇用支援機構と協力しながら適切な実施を行っ

ております。 

 また、（３）の②ですが、求職者に対する訓練だけではなくて、在職者に対するスキルアップとい

うものも図ってございます。 

 生産性向上人材育成支援センターというものを機構が運営していますが、ここでは、事業主のニ

ーズに応じて、オーダーメイドで訓練コースを設定するということで、我々としても大きく周知さ

せていただいております。 
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 29年度の取組状況については、以上です。 

 続けて、資料６、来年度、平成30年度の運営方針をご覧いただけますでしょうか。 

 こちらの15ページをご覧ください。 

 30年度につきまして、最重点施策として３つ掲げてございます。働き方改革を通じた人手不足の

解消と生産性の向上、２番目が全員参加型社会の実現に向けた取組の推進、３番目がハロートレー

ニングの活用による人材育成の推進という３点です。 

 この２番と３番については、平成29年度にも重点施策として掲げておりましたが、１番、そこを

ちょっと変えております。こちらは、来年度は働き方改革といったものの必要性の高まりがござい

ますので、これを受けまして、職業安定行政としての取組を働き方改革を通じて、人手不足の解消、

そして生産性の向上というものを図っていくということで、トップに置かせていただいております。 

 人口減少、そして労働力不足という中で、働き方改革によって働きやすい職場をつくると。先ほ

ど、冒頭、雇用環境・均等室長からも説明がありましたが、そういったものを通じて人手不足の解

消、また従業員の健康を確保するということで、また生産性も高めていけるのかなということでご

ざいます。ですから、安定行政としては、人手不足の解消というものに焦点を当てて取り組んでい

きたいと考えております。 

 この働き方改革を通じた人手不足の解消と生産性の向上ですが、ハローワークにおけるマッチン

グを強化する、それと人手不足対策の取組、さらには労働関係助成金の活用の推進という３本柱で

取り組んでまいります。 

 まず、15ページ、（１）のア、ハローワークにおけるマッチングの強化です。引き続き、担当者制

といったもののきめ細やかな就職支援を実施すると、あとは求人充足対策といたしまして、ハロー

ワークの求人部門、そして職業相談部門の連携を強めまして、求人、求職者それぞれのニーズに合

った効果的なマッチングを進めていきたいと考えております。 

 イ、人手不足対策の取組ですが、来年度から前橋のハローワークに建設、運輸、介護、警備とい

った人手不足対策、人手不足分野につきまして、集中的に就職支援を行います人材確保対策コーナ

ーというものを設置いたします。 

 また、建設、介護につきましては、今年度と同様に県関係団体と連携して、セミナーや集中的な

面接会を実施してまいります。 

 おめくりいただいて、16ページでございます。 

 中段ウ、労働関係助成金の活用の推進です。 

 労働局では、非正規労働者のキャリアアップを図るための助成金や、雇用管理制度の導入を通じ

て離職率の低下を図るための助成金がございます。 

 こうした助成金につきまして、労働生産性を高めた場合には、助成金の額を引き上げるという措

置をとっていきます。加えて、地域の金融機関と連携いたしまして、金融機関の皆様に、こうした

助成金を企業の皆様に周知していただくということを考えてございます。 

 続きまして、大きな柱の２番目、全員参加型の社会の実現に向けた取組の推進でございます。 

 ア、若者の正規雇用の促進ですが、先ほど申し上げましたように、新規学卒者を取り巻く雇用情
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勢が大変いい中で、引き続き、きめ細かな就職支援を続けてまいります。 

 また、「ユースエール認定企業」というものがございます。これは若者の採用、育成に積極的な企

業を国が認定するものですが、現在、群馬県では８つの企業を認定しております。この認定数の拡

大も目指していきたいと考えております。 

 16ページの下、（イ）フリーター等への就職支援の推進についても、正規雇用を目指す方に対する

担当者制による支援、それと県の「ジョブカフェぐんま」とも連携しながら、支援を展開してまい

ります。 

 続いて、おめくりいただいて17ページでございます。 

 こちらは、イ、子育て女性に対する支援と、ウ、高年齢者雇用の促進というものを書いておりま

すが、人材不足の続く中、こうした方の活躍というものが、今後ますます期待されています。子育

て女性に対しましては、引き続き、ハローワーク前橋・高崎・太田のマザーズコーナーを中心に、

そして高齢者に対しましては、ハローワーク高崎・伊勢崎・太田に、生涯現役支援窓口というもの

がございますので、そういったところを中心に支援を行ってまいります。 

 その下、エ、障害者雇用の促進ですが、先ほど申し上げたように、障害者雇用率が４月からは2.2％

に上がります。中でも、精神障害者の雇用が義務付けられますので、続いて18ページをおめくりい

ただいて、（イ）でございますが、ハローワーク高崎に、医療機関と連携して、精神障害者に対する

就労支援というものを実施してまいります。 

 また、専門スタッフとして、精神障害者雇用トータルサポーターという者がいますが、こうした

者によります求職者に対してのものではなくて、受け入れる側の企業の皆さんに対しての支援とい

うものを、関係機関と連携しながら行ってまいります。 

 そして、18ページ、（３）重点項目の３番目、ハロトレの活用による人材育成の推進です。こちら

については、引き続き、ハロートレーニングを活用いただけるよう、関係機関、県、そして機構と

も連携しながら、訓練内容の充実を図ってまいります。 

 それと、先ほどの子育て女性への支援にも関係いたしますが、託児サービスを受けながら、職業

訓練を受講できるような機会も提供したいと考えてございます。 

 その後、19ページ以降は、労働者派遣制度と雇用保険制度等についてですが、こちらについては、

今年度と同様、適切に実施していくということで、説明を割愛させていただきます。 

 最後に、委員の皆様にご了知いただきたいことといたしまして、ハローワークの総合評価という

ものについて、補足させていただきます。 

 前回の審議会に、28年度のハローワークの総合評価の結果、それと29年度の目標について、資料

をお出しいたしました。今回は、そちらについて資料はなくて、29年度の結果については、これか

ら取りまとめるということで、また来年度の目標についても、今、調整中ということで、大変申し

訳ございませんが、今回、資料としてはない。しかしながら、来年度そういったものを取りまとま

り次第、公表させていただきまして、次、来年度の第１回目の審議会について、今年度と同様に、

29年度の結果と30年度の目標について、ご説明したいと思いますので、ご承知おきいただければと

思います。 
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 安定部の説明は以上です。 

○ 津川会長 

 ただいま職業安定行政につきまして、重点対策と市の３本柱を主に説明していただきました。 

 経済状況が非常に好調だということで、有効求人倍率も比較的高い数値で推移しているわけです

が、とはいえ、非常にアンバランスな状態が全体を通じて認められるということ、それから、ミス

マッチもかなり大きく認められるので、いわゆる、全員参加型社会を目指すということで、それに

対する取組のご説明だったと思います。かつ人材を掘り起こして、それに向かって対応していこう

というご説明だったと思います。ありがとうございました。 

 では、最後になりますが、総務部長お願いいたします。 

○ 総務部長 

 総務部長の堀江でございます。最後になりますが、私からは、総務部関係の業務の中から、労働

保険の適用徴収業務の関係につきまして説明いたします。 

 用います資料は、説明要旨の18ページと19ページ、それから資料５ということになりますので、

お手元にご用意いただければと思います。 

 説明の前に訂正がございます。18ページのⅡ、１の（２）の本文、３行目、ここに「421」という

数字がございますけれども、これは昨年度の数字でございまして、29年度は「767」件が正しいので、

「767」に訂正していただきたいと存じます。 

 適用徴収業務におきましては大きく２点、１つが、労働保険料等の適正徴収の推進、もう一つが、

労働保険の未手続従業員一掃対策、これら２点が今年度の重点対策でございまして、これらにつき

ましての進捗状況等を説明いたします。 

 18ページ、Ⅱ、１、労働保険料等の適正徴収の推進でございます。 

 （１）に収納率を挙げておりますが、実際に今年度におきまして、若干ですが向上しております。

１月末現在の保険料の収納率は71.9％でございまして、昨年同期に比較しまして、0.3ポイントの増

加ということで、わずかでございますが向上しています。 

 30年度におきましても、引き続き滞納整理などの徴収業務を積極的に行いまして、特に滞納整理

につきましては、高額滞納事業場、それから、複数年にわたりまして滞納している事業場を重点に

実施してまいりたいと考えております。 

 次に、（２）効果的な算定基礎調査の実施でございますけれども、これまで雇用保険の加入漏れ、

これは大体パート労働者の方々なんですが、そういうところの多いと見込まれるところ、業種等を

重点的に実施しまして、調査事業場の件数といたしましては767件ということで、前年同期が421件

ですので、346件の増加ということになりました。30年度におきましても、引き続き重点対象を絞っ

て、取組を進めてまいりたいと思っております。 

 なお、資料５をご覧いただきたいと思います。資料５、１、労働保険料徴収状況なんですけれど

も、29年度１月31日現在の徴収決定額です。28年度より大幅に減少しておりますが、これは29年度

の雇用保険料率が1000分の２引き下げられたことによることが、主な要因となっているところでご

ざいます。 
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 要旨に戻りまして、（３）労働保険料率の周知徹底について、これも30年度、労災保険料率などの

改定が予定されておりますので、これにつきましても、事業主に対して周知してまいりたいと思っ

ております。 

 それから、最後に、19ページになります。２、労働保険の未手続事業一掃対策の推進についてで

ございますけれども、これにつきましても、法人登記情報とか、関係機関の通報、これは国交省関

東運輸局群馬運輸支局とか、群馬県からですけれども、これらなどの情報を把握しまして、加入勧

奨並びに手続指導を実施してまいりました。 

 特に、労保連の群馬支部というところもございまして、そういうところと連携した取組を行って

おりまして、１月末の状況を申しますと、昨年に比べまして180件増というような状況でございます。 

 30年度につきましても、監督署、ハローワーク等の連携はもとより、関係機関の通報、または、

労保連群馬支部とも連携して、未手続事業の把握、それから加入勧奨などに努めてまいりたいと思

っております。 

 簡単でございますが、私からの説明は以上でございます。来年度につきましても、委員の皆様に

はご理解、ご協力を賜りたいと存じます。よろしくお願いいたします。 

○ 津川会長 

 ありがとうございました。ただいま労働保険料等の適正徴収の推進というふうなこと、それから、

未手続事業に対するさまざまな取組ということで、ご説明いただきました。 

 比較的その数字は上昇傾向にあるということと、非常に積極的に活動していただいているという

ことで、それぞれ数値が上がっているというご説明だったと思います。 

 非常に詳細にご説明いただきまして、それぞれ平成29年度、30年度に向けてということでいただ

きましたので、ここからは議事の（２）質疑・応答に移らせていただきます。 

 事務局からご説明いただきました部分につきまして、ご質問、ご意見のある方はお名前をおっし

ゃっていただいた後に、ご発言いただきたいと思います。比較的時間に余裕がございますので、積

極的にお願いいたします。 

 では、こちらから方向づけということになるかもしれませんけれども、使用者側の委員の皆様か

ら何かございますでしょうか。 

○ 樋口委員 

 使用者側の樋口です。障害者雇用のことなんですけれども、先ほどのご説明の中では、障害者雇

用率は1.96、全国は1.97で、全国より若干低いけれども、ほぼ全国並みだと。一方で、達成企業割

合というのは、57.5％で、全国平均は50％だと。普通は達成企業の割合が全国を上回っていれば、

雇用率も上回るかなと思うんですけれども、なぜこのような状況になるのかを教えていただきたい

んですけれども。 

○ 職業安定部長 

 これは雇用率が法定では２％ですが、それに達していなくても、達成企業としてカウントできる

ケースがございます。具体的には、今、２％ですので、仮に皆様方の企業が70人だった場合は、70

掛ける0.02ということで1.4人雇わなきゃいけないと。しかしながら、人というのは、当然１人とカ
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ウントするんですが、障害者雇用率の世界では0.5の単位でカウントができると──と言いますのも、

短時間雇われている方については、１人ではなくて0.5人としてカウントするんですが、しかし0.5

人というカウントよりも小さくすることができないものですから、1.4人雇わなきゃいけない場合は、

１人雇っていれば達成企業としてカウントすることができるんですね。 

 ですから、そういった企業があると、達成企業としては、割合が全国よりも高くなるんですが、

ただ、全体の率としては２％に届かないというか、全国平均を下回ってしまったという状況でござ

います。こちらについては、特に何か数字をいじったとか、そういうことではなくて、そういった

算定の仕方のトリックといいますか、その中で、こういった差が出ているという状況でございます。 

○ 樋口委員 

 あと、それに続いてなんですけれども、障害者雇用は年々群馬でも増加していますよね。2.2％に

なりますよね。精神障害者がこれから新たに入ってくるとしても、今までの障害者の雇用が増えて

いって、一方で供給と言っては失礼ですけれども、人材確保という観点からも見ていかなくちゃい

けないと思うんですけれども、人材確保の面での課題、あるいは厳しさというのは、何か把握して

いらっしゃいますか。 

○ 職業安定部長 

 ご指摘のとおり、障害者の数、雇用の数は増えておりまして、しかしながら精神障害者について

は、まだフロンティアといいますか、これからどんどん増やしていかなきゃいけないということで、

精神障害者については、求職者とか、就職数が近年増加しております。しかしながら、身体・知的

の方については求職者が減少しているという状況なので、端的に申し上げれば、知的・身体の方か

ら精神障害者の方に雇用をどんどん広げっていっていただきたいというのが、我々の考えでござい

ます。 

 ただ、一方で、精神障害者につきましては、どう職場の方が接していいかわからないという受け

入れ側の課題もございますので、例えば、受け入れ側の企業の経営層だけじゃなくて、企業の従業

員の方に対して、どうやって受け入れればいいかというようなセミナーを開催させていただいて、

理解を深めていくということをやっております。 

 あとは、先ほど申し上げたトータルサポーターという者がおりまして、そういった者が企業側へ

の支援もやっていくということで、なかなか精神障害者、受け入れの難しい面も含めて、総合的に

しっかりと支援していくと。ですから、増えている精神障害者の方を雇用に結びつけていくという

ことを考えてございます。 

○ 労働局長 

 １つ追加でよろしいですか。半田でございます。 

 今までは身体障害者という言葉を使って、いろいろな施策を打ってきたんですけれども、そこに

知的を入れまして、障害者という言葉に変えた法律体系をとったんですけれども、その後、国連な

んかのノーマライゼーション等、いろいろなことがあった中で、なかなか精神までいかなかった部

分があって、それがやっと近年になって、精神を入れるというような雇用環境になってきたのかな

ということで、雇用率を算定することにしたのが３年前だったんですかね──それでなったんです
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が、なかなか身体障害者をとって、障害者にしたときも、皆さん方に理解いただくというのは、実

は15年ぐらいかかっているんです。 

 結局、そういう長い年月をかけて経験を積んでいかないと、社会のインフラがなかなか整備して

いかないというのは、事実として思っております。ですから、そこの理解をどのように進めていく

のかというのが、一番の課題だというふうに思っております。 

 以上です。 

○ 津川会長 

 逆に樋口委員のほうから、そういう使用者側の皆さんの声みたいなものはありますか。 

○ 樋口委員 

 特例子会社をお持ちの企業もあるんですけれども、やはり個々に違うので、非常にそういう意味

では、手間暇がかかると言っては失礼ですけれども、そういうことには苦慮しているようですね。

それから、あと、場合によると、操作によっては、機械が壊れちゃうとか、そんなところも注意し

ながらやっているんだと。 

 労働局長から精神障害者とありましたけれども、従業員だって職場の仲間として来たときに、本

当に生半可な知識ですと、例えば、励ましちゃいけないとか、そんなような方だって来るわけじゃ

ないですか。そういうのがあるので、相当準備して雇い入れないと、せっかく働く意欲になった精

神障害者の方を、より阻害しちゃうというんですかね。そんなようなことにもなりかねない、そん

な心配も、企業の経営者みずからが知識がないのと、従業員が身近に来たときに、「やっぱり不安だ

よね」という声も聞きますけれども。 

○ 津川会長 

 そういう声がありますので、またお考えいただければと思います。 

 そのほか。 

○ 竹内委員 

 付随してよろしいですか。 

○ 津川会長 

 どうぞ。 

○ 竹内委員 

 竹内でございます。先ほどのお話で、ちょっと樋口委員と一緒に障害者雇用対策チームで、今の

精神障害の中に、発達障害が含まれてくるということで、いつも発達障害の話をして申し訳ないん

ですけれども、特に、職業安定部長のほうからハローワークの関連で、試みとして、こちら資料６、

18ページの（イ）精神障害者の雇用促進ということで、ハローワークのトータルサポーターという

ことで、ここを非常に強化していこうというお話だったんですけれども、そこで、例えば、群馬県

のほうの発達障害者支援センターとか、それから、いろいろそういうものを支えるＮＰＯがあるん

ですけれども、発達障害者の中から雇用を少し掘り出してくるというんですか、そういうような試

みについては、既にやられているのかもしれないんですが、その辺のことについてはいかがでしょ

うか。 
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○ 職業安定部長 

 実例ということのですが、県で委託している、障害者向け求人を開拓するようなものがあって─

─すみません、名前は忘れてしまったのですが、その県の委託先と、トータルサポーターが連携し

て、実は、発達障害の方ですが、すごく高い技術力を持っているという方を、太田地域の製造業に

ご紹介して、そこで大事にされている。非常に高い能力をお持ちなものですから、月に１回東京に

研修に出して、最新の技術を学んだりというような形で、実は、発達障害の中に、障害特性はいろ

いろだと思いますが、高い能力をお持ちの方がいらっしゃるので、そういった人の発掘ということ

も、県と連携しながら、トータルサポーターを中心にやっております。 

 数としては、まだまだこれからだと思いますが、そういった好事例といいますか、いい例をつく

っていけば、おそらく口コミ等で、企業同士の中でも機運というか、受け入れる側の理解も深まっ

ていくと思いますので、その辺、まさにオーダーメイドで支援していく必要があると思っておりま

す。 

○ 竹内委員 

 手前みそで申しわけないんですけれども、毎回ここでお話しして申しわけないんですけれども、

大学のほうから送り出す側でありますので、どうしても発達障害の学生がたくさんいるものですか

ら、今みたいなサポーター等を利用して、発達障害者支援センターも相談支援ですが、そこを経由

しながら、ぜひ雇用していただきたいと思って、ちょっと言わせていただきました。どうぞよろし

くお願いいたします。 

○ 津川会長 

 よろしいですか。 

 では、いかがでしょうか。労働者の皆さんから何か。 

○ 田村委員 

 労働側の田村です。無期転換ルールに関してなんですけれども、今年４月から申込権が本格的に

発生するということで、この件に関しては、連合のほうでも、このルールの周知だとか、相談だと

か、そういうのをやっておりまして、労働局のほうでも、いろいろなところで普及活動、啓発活動

を行っていただいていると思います。 

 やはり、これは連合に寄せられる労働相談の中でも、雇い止めと思われる相談も数多く来ている

ので、労働者がこういったことに不利益が生じることのないように、こういった、さらなる普及を

してもらいたいということですね。 

 あと、使用者の方に対しても、まだこういったことをちゃんとわかっていない方もいらっしゃる

というのもありますので、労働者もそうですし、使用者も両方に対して、本当に４月から申込権が

発生するというところから、さらなる普及をお願いしたいということ、１つお願いです。 

 それともう一つなんですが、テレワークの件ですが、このテレワークと言っても、会社によって、

いろいろやり方の違いはあるかと思うんですが、この中で、11月、12月で、先進取組企業を訪問さ

れているということで、そこで意見交換等を実施してもらっているところなんですが、その取組内

容とか、そういった結果がわかれば、ちょっと教えていただきたいということです。お願いします。 
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○ 雇用環境・均等室長 

 無期転換ルールに関しましては、来年度に向けましても、引き続き、周知・啓発に努めてまいり

たいと思っております。また、そこにかかわるようなご相談につきましては、丁寧に対応させてい

ただきまして、事案によりましては、個紛法に基づきます助言ですとか、あっせんへの移行という

ことについても対応していきたいというふうに考えております。 

 それから、テレワークにつきましては、具体的には、年内２社ほどではあるんですけれども、訪

問させていただいております。雇用型のテレワークを行っていらっしゃる事務機器メーカーの場合

ですと、営業職の方にモバイルパソコンを持っていただいて、モバイルワークをしていただくとい

うようなことでございまして、勤務時間管理などは、パソコンのログをとっていくということとあ

わせまして、自己申告による勤務時間管理なども徹底しているというようなお話を聞いてまいりま

した。 

 また、広告会社につきましては、育児期の社員の方々がテレワークによって、自宅で勤務ができ

るということで活用しているというようなお話を聞いてきております。 

 それから、自営型のテレワークの関係についても、サテライトオフィスにて、女性企業家の方々

が勤務されているところにお伺いしました。 

○ 山田委員 

 よろしいですか。 

○ 津川会長 

 どうぞ。 

○ 山田委員 

 労働委員の山田と申します。労働基準行政についてお尋ねしたいのと、要望と２つありますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 平成30年の重点政策ということで、長時間労働の撲滅ということで、第一番に上げていただいて

いますが、その中で、特に使用者と従業員の方との36協定、これがきちんと締結されているかどう

かということが入っておりますけれども、特にそのことに関してなんですけれども、やはり、36協

定の労働組合があるところは、もしかしたら労働組合がしっかり会社側と話をして、健康面、ある

いは業務内容等、いろいろ話をしながら、36協定の上限を決めてやっているところはあると思いま

すが、そうではないところについては、まず、従業員の代表の決め方ですよね。これが１つ重要な

ポイントだと思います。 

 もう一つは、その従業員の代表者の方が、会社側としっかり話をしているかどうかということで

す。その従業員の内容等々を含めながら、あるいは従業員の意見を集約して、しっかりと従業員の

立場としての話し合いの中で、その36協定を締結しているかどうかということが、２つ目です。 

 それから３つ目として、やはり一番問題なのは、36協定が締結されたことが、従業員に周知され

ているかと。これがされていませんと、従業員はどこまで残業をやっていいかというのがわかりま

せんから、結果的にそういうことが原因で、長時間労働になる可能性もなきにしもあらずというこ

とでありますので、この具体的な内容が、中身的に細かいところまで書いてありませんから、どう
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いう手法で確認しているのかわかりませんが、いずれにしましても、できれば協定当事者等々の聞

き取りをして、それを参考にしながら、労働基準行政に反映させていただいて、長時間労働を事前

に防止するということでお願いしたいということでございます。 

 以上です。 

○ 津川会長 

 お答えいただけますか。 

○ 労働基準部長 

 労働基準部、藤中でございます。ご発言いただきました趣旨でございますけれども、労働基準監

督官が行う現場での臨検監督における、その手法にかかる部分になります。ですから、ちょっと申

しわけないんですけれども、細かいところは申し上げられませんが、一般的には、労働基準監督官

が現場にお伺いしましたときには、36協定がまず結ばれているか、それが届けられているか。ご発

言の趣旨にありましたとおり、労働者の代表がどのような選出方法で行われているか、これは36協

定の中身まであるところは、細かく全て見ます。その上で、適正にまずは結ばれているという前提、

その上で、では残業が行われているかというところの調査に入っていくこととしています。 

 ご要望いただきましたとおり、事前に長時間労働を抑制していくということにつきましては、こ

の36協定が、まず結ばれているかどうかというところが一番だと思いますので、まずは、そこを念

頭に、臨検監督を行っていくと。 

 残念ながら、先ほどご紹介しましたとおり、違反が一番多いのは、労働時間に関して36協定が結

ばれていない、上限を超えているというところでございますので、こちらにつきましては、１件１

件、労働基準監督官が現場でしっかりと見ていくと。 

 それから、私ども労働局としましては、36協定を適正に結んでいただくということを周知徹底し

ていくということで対応してまいりたいと考えております。 

○ 津川会長 

 よろしいですか。どうぞ。 

○ 樋口委員 

 使用者側の樋口です。我々も先ほど申し上げました従業員を代表する者というんですか、組合に

なる場合は、組合の方とやればいいんですけれども、従業員の過半数を代表する者というのが、非

常に経営者のほうもまだまだガードが甘いと。 

 我々もいろいろなセミナーの中で、例えば、労働局が調べに来ると、代表をどうやって選んだと

いうのは、相当問題になるケースがあるので、その辺からよくやってくださいというのは、結構機

会あるごとに、最近指導するようにしておりますので……。 

○ 津川会長 

 お互いに、何かそういう光が飛んでいるようですけれども。 

○ 山田委員 

 私も、経営者がどうこうということじゃなくて、やっぱり従業員が、なぜ残業が必要かというの

を、まず事業を理解することが必要だというふうに思うんですね。 
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 あとは事業の立場からの健康面ということも、もちろんありますけれども、両方でよく話し合い

をすることが、私は重要だというふうに思っていますので、その辺のところをぜひお願いしたいと

思います。 

○ 津川会長 

 そのほか、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○ 木闇委員 

 労働側委員の木闇と申します。 

 私から、労働災害防止に向けた要望をさせていただきたいと思います。資料ナンバー３－２で、

今年の死傷病の件数ということでは2,194件、昨年同期で見ると、マイナス80件という報告をいただ

きました。一方、死亡件数ということでは、残念ながら、プラス５件というふうになっております。 

 先日も製造業において、巻き込まれの死亡事故があったかと私も認識しているところであります

が、仕事をしていて命を落とすということがあってはならないというふうに思います。 

 先ほども、一酸化炭素中毒予防の取組についての報告もいただきました。ぜひ死亡災害の多い業

種に対しては、効果的な指導の徹底を、引き続きお願いしたいと思います。要望です。お願いしま

す。 

○ 津川会長 

 よろしいでしょうか。 

○ 労働基準部長 

 労働基準部でございます。先ほどご説明させていただきました30年度の取組の中で、第13次労働

災害防止計画の中でご要望いただきました内容につきましても、業種ごと、製造業、建設業等につ

きましては、重篤な災害が多いという業種と見まして、それぞれ重点対象業種としまして、対応を

とらせていただくこととしております。 

 また、死亡災害についてでございますけれども、統計を見ていただいたとおり、また、私どもで

もご紹介させていただいているところでございますが、死傷災害全体を見た場合なんですけれども、

死傷災害に被災された方の約５割の方は、その災害に遭ったときの業種、その業種について３年以

内の方が被災している状況でございます。 

 このようなことから、新規に事業場に採用された労働者、また同じ事業場の中ですけれども、他

の業種から新しくこの業種に入ってきた、この作業についたという労働者につきましては、雇い入

れ時の安全衛生教育、また配置転換時の安全衛生教育、これをしっかりやっていただくということ

を、この計画の中でも進めてまいることとしております。 

 以上でございます。 

○ 津川会長 

 よろしいですか。 

 そのほかいかがでしょうか。公益の方は、何かありませんか。 

○ 鈴木委員 
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 労働側の鈴木です。よろしくお願いいたします。 

 １つ介護について、わかる範囲で結構ですので、お話しいただければと思うんですが、今、労働

組合として春闘の時期で、さまざま経営側とも話をしている中で、やはり大きな問題になってくる

のは、人手が非常に不足していると。介護分野等々、建設業の分野の人手不足に対しては、非常に

対応されているのがうかがわれてくるんですが、自分がいるところはモノづくり産業ですので、な

かなかそういったところまで、まだまだ労働行政のほうも手が回っていないというのが、資料的な

ところで見させてもらっているところでございます。 

 この先、さらに心配になってくるのは、やはり介護離職が大きな問題にもなってくるんだろうと。

昨年４月に法改正されていますから、若干よくはなってきているものの、まだまだ今の法律だけで、

介護と仕事を両立できるかというと、非常に難しいのかなと。どうしても離職というものも選択肢

が出てきてしまうというのが、現段階では感じているところでございます。 

 今、実際は93日──分けられるようになったとしても、介護はいつまで続くかわからない中での

93日でしかありませんし、育児休業をとったときは社会保険料の免除もありますが、介護休業の場

合は、もちろんありませんということで、介護休業をとる方にとっても、金銭面でも非常に苦しい

ことを強いられてしまうとなってしまうと、やはり、やめるということが大きな選択肢になってき

てしまうと。 

 まだまだ育児の残業の免除の部分であったり、短時間のところも周知し切れていないのかなとい

うのも感じているところでもありますし、労働者のほうもまだまだ選択されている方が非常に少な

い中で、事例が少ないんだと思いますが、そういった中で、やはりまだまだ取りづらい環境という

のもあると感じているところでございます。 

 群馬労働局だけでできる話ではないんですが、国のほうも含めて、今後、介護休業等──介護離

職を防ぐための方向性、この後の発展ぐあいといいますか、何か情報等々あればお教えいただけた

らということで、ご質問させていただければというふうに思います。 

 以上でございます。 

○ 雇用環境・均等室長 

 今、鈴木委員がおっしゃっていたように、29年１月の改正育児・介護休業法によりまして、介護

休業などの制度が拡充されておりまして、介護休業の取得に当たりましては、それまでは同じ要介

護状態において介護休業が93日とれるんですけれども、同じ状態で再度とるということができませ

んでした。これが法改正によりまして、３回に分割してとれるというようなことになってきており

ます。 

 また、介護のための短時間勤務を、通算93日であったところが、３年間可能だというようなこと

になっております。また、介護のための残業免除も新設されておりまして、こういったものを、さ

らに私どもも周知を図っていきたいというふうに考えております。 

 また、両立支援助成金にも介護離職防止支援コースというものができておりますので、関係機関

と連携して効果的な周知を図っていきたいというふうに考えております。 

○ 渡邊委員 
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 よろしいですか。労働側委員の渡邊です。今の事例だけじゃなくて、先ほどの障害者の精神状態

だとか、こういったものなんですけれども、簡単に何が言いたいかというのは、その実情が、例え

ば、介護される人がどういう状況なのか、面倒を見る人がどういう状況なのか、それを取り巻く職

場の状況はどうなのかということが、それぞれ全部理解している人なんて、まずいないと思うんで

すけれども、「じゃあ、お前んちの家族構成はどうなんだよ」と、今、若い人に聞くと、「ええ、そ

んなこと何で聞かれるんですか」という世の中ですから、なかなかそこまでの理解、周知が難しい

世の中になっていますということが言いたいのと……。 

 こういう会議も同じですよね。それぞれの立場で意見を出し合って、どうしていこうかというこ

とが一番大事なことなんですけれども、例えば、こういうケースがありましたというふうに、監督

署の人が言っていましたけれども、「こういう取組事例がいいですよ」、あるいは「こういう事故が

あったので、こういうことに気をつけましょうね」「ああ、普通にやっていたよ」とか、そういうこ

とが大事だと思いますので、ぜひこれは私も含めてなんですけれども、こういうことがあったよと

か……。 

 私の女房の親も、今、介護施設に入れています。だけど、本人が面倒を見たいと言っていました。

離れて住んでいましたけどね。仕事も辞めました。だけども、入れてみたら、家にいるときよりは、

非常に明るくなった、にこにこするようになった。認知症なので、よくなることはまずないんです

けれども、でも、本人にとってはよかったねというようなところで、外から見ると、「あそこの家は

施設に入れちゃったらしいよ」みたいな、ちょっと言い方は乱暴ですけどね。そういうのも含めて、

どういうふうに周知、理解していくのかという……。もちろん、そこで働く人の条件というのも当

然あるわけなので、そういうことを、我々がこういう場所で、いろいろ担当は違ったり、職場が違

ったり、立ち位置が違ったりするんでしょうけれども、問題として、今、こういうことがあります

ということで、「じゃあ、こういうのがあるから、お前んちのほうでも考えてみろや」ということの

流れをつくっていけたら、何十年もかかりますということが、少しずつ縮まっていくのかなという

ふうに思ったので、皆さんも当然思っていらっしゃると思うんですけれども、発言させていただき

ました。 

○ 津川会長 

 ありがとうございます。 

○ 山口委員 

 使用者側の山口でございます。使用者側というよりは、最近、実は、産業界として、事業主もい

ろいろ大きな課題が出てきていることがございます。働き方改革を推進していくということは大変

大事なことで、いいというふうに私も個人的にも思っています。ただ、中小・小規模事業者は、こ

の５年間で40万社なくなっているということなんですが、人手不足というのは、少子化のほうの問

題が大きいんだと思うんですが、実は、事業主も高齢化してきておりまして、事業主の退任適齢期

というんですか──70歳ぐらいとおおむね言われているんですけれども、これから2025年ぐらいま

でに、245万社の事業主がそういった適齢期を迎えるということでございまして、そのうちの約半分、

127万社の企業では、まだ後継者が決まっていないという問題が一つあります。 
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 先ほど40万社、５年間でおやめになったうちの半分ぐらいは黒字の企業ということですから、後

継者がいなかったり、人手不足もそうかもしれません。そういう問題でおやめになっているという

ことですが、どちらにしても、そういう状況の中で、非常に中小・小規模企業というのが99.7％、

実際は、先ほど言いましたように減ってきていますので、もっとパーセンテージは低く、99％にな

っているんだと思いますけれども。 

 それから、雇用の受け皿の７割を中小・小規模事業者のところで受け皿にもなっているというこ

ともありますので、そういった企業数が減ってくるということは、非常に日本の活力がなくなって

いく問題で、ひいては、やはりこういった雇用の問題にも大きくかかわってくるということなので、

その辺も働き方改革を進めていくに当たっては、相当生産性を上げていかなきゃいけないというこ

とで、その生産性を上げていくためにも、労使が相当力を合わせて生産性を上げていかないと、企

業数がどんどん減っていってしまうという、１つ大きな構造的な課題があるということだけ、産業

界としては承知おきしていただければありがたいと思っています。 

 以上です。 

○ 津川会長 

 お答えいただかなくてもよろしいですね。 

○ 山口委員 

 それはもう、そういう状況だということですね。 

○ 津川会長 

 ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。どうぞ。 

○ 樋口委員 

 もう一ついいですか。使用者側の樋口です。先ほど、同一労働同一賃金のマニュアルというのが

出るという、これはまだできていないんですよね。 

○ 雇用環境・均等室長 

 そうですね。これは厚生労働省が30年度事業として取りかかるところでございます。 

○ 樋口委員 

 そうすると、ガイドラインと同じように、法律は成立しないけれども、またそれはマニュアルだ

けをつくって出すという話ですか。 

○ 労働局長 

 ガイドラインみたいな……。 

○ 樋口委員 

 ガイドラインみたいな。 

○ 労働局長 

 半田でございます。もともと同一労働同一賃金に関しては、国民のコンセンサスを得る──会社

のコンセンサス、社会のコンセンサスということで、法律事項としてではなくて、ガイドラインに

よって労使紛争で決着をつけていきましょうと。労使紛争ということは裁判です。それで定型的に
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していきましょうという考えがありまして、今でもこの時点は変わっておりません。ですから、ま

だ法定で何かしようということではない状況であります。 

 その中で、いいこと、悪いことというのを指し示していて、皆さん方がどのように受け入れてい

って、社会がどうなっているかというのを、後から検討していきましょうという流れになっている

はずでございます。 

 ○ 津川会長 

 ちょっと理解しにくいところもありました。 

○ 樋口委員 

 一方で、働き方改革をいろいろやっていきますよね。働き方改革に関する法案というのは、国会

で審議を上程しないうちに、今、大枠のところでやっていますよね。つまり、法律は法律で議論を

してもらって、働き方改革は全くその法律とは関係なく推進していこうと、そういう基本的な考え

方でよろしいわけですか。 

○ 労働局長 

 半田でございます。非常に難しい、ちょっとタイトというか、言いにくいところなんですけれど

も、働き方改革法案というのは８本の法律からなっておりまして、それぞれいろいろな規制をかけ

るもの、それからコンセンサスを得るものというような流れになっておりました。その中で、今の

法律では直さなきゃいけないところに関しては法改正を用いる。あとは会社への努力義務というか、

努力をお願いしたいということでやるというような方向になっておりまして、その中で、今、与党

において審査しているという状況で、いつ国会に出るかどうかはちょっとわかりませんけれども、

私どもとしましては、例えば、労働基準法は70年代の話だとしても、実は、今の行政としての指導

の中身の話を超えているものがないんです。 

 上限規制と言いましても、私どもはもう45時間を超えたら、いろいろな指導をしていきます。80

時間を超えたら指導していきますということをやっておりまして、今回、100時間を超えた場合には

罰則をつけますというような話をしておりまして、長時間労働罰則規程というのが先走ってしまい

ましたけれども、行政的な話からすれば、今の法律の中でも、実は指導ができるぐらいの中身には

なっているというような状況をご理解いただければと思うんですけれども。 

○ 津川会長 

 いずれにしましても、今後の方向を……。 

○ 労働局長 

 いずれにしましても、法律は今後ということで、国会で議論されないと進まないということだけ

は……。 

○ 職業安定部長 

 少し補足というか、２点ほどですが、先ほどの同一労働同一賃金の話で、皆さんご承知のとおり、

労働基準法という法律と、現在も労働契約法という法律があると思いますが、労働基準法は、例え

ば何十時間以上働かせちゃいけないよとか、法定休日は何日だよというふうに、ちゃんと中身が最

低ラインとして決まっているわけです。他方、労働契約法は、見ていただいた方はわかると思うん
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ですが、ちょっとふわっとした書き方なんですね。というのも、日本の労働法のルールは、割と企

業と労使の間での協調というか、そこでのやりとりに任されているところがあるので、結局、最終

的には判例が積み重なって、それが法理として、こういったルールだよねというのが、何となく埋

まっていく部分があると。 

 でも、そのすき間を埋めているのが、労働契約法なわけです。同一労働同一賃金についても、労

働基準法のような、こういうのはだめだよという基準ではなくて、まさに、今後社会で判例等が積

み重なって、こういった待遇差は不合理だというのが、どんどんどんどん具体的な事例をもとに、

判例法理化されていって、それが世の中のコンセンサスになっていくという理解です。 

 ですから、同一労働同一賃金は、いきなりこうしろ、ああしろという、すごく詳細なルールがで

きるというよりは、不合理な待遇差はいけません、どの程度ならいいんですかという大ざっぱなガ

イドラインは示されますけれども、具体的な判断というのは、判例で示されていくものなので、ち

ょっとそこが労働基準法のようなルールじゃないということだけは、ご理解いただきたいというの

が１点。 

 もう１点、先ほどの介護の話ですが、おそらく介護の離職の件も、あと、私どもがやっている子

育て中の女性への就職支援の件も、おそらく労働行政だけではカバーできない。介護については、

介護施設をそもそも増やさなきゃいけないとか、介護従事者を増やさなきゃいけないとか、そうい

った人の処遇を改善しなきゃいけないという、いわば厚生労働省全体でやっていく問題だと思うの

で、それは障害者の雇用も同じですが、その辺は、幸いなことに、我々厚生労働省というところで

すので、労働部門も、厚生部門もちゃんと連携しながら、政策というものがつくられていくので、

そこは私どもも理解というか、意識してやっていきたいと思っております。 

○ 津川会長 

 ご説明いただきまして、ありがとうございました。 

 どうぞ。 

○ 山口委員 

 ちょっと関連でよろしいですか。使用者側の山口でございます。 

 同一労働同一賃金というのは、非正規と正規の格差是正というのが、基本的に最初のスタートだ

ったような気がするんですが、例えば、正規の中でも、そういうことの評価というのはされるんで

しょうか。例えば、従来型ですと年功序列で、ある程度長くいる人が、それなりにお給料が高くな

ってくると。 

 しかし、やっている仕事は一緒だねと言われたときに、それをどういうふうに──やっているこ

とが一緒じゃないかと言われたときに、それは揃えなきゃいけないとか、上が下がるのか、下が上

がるのかわかりませんけれども、そういう問題というのはあるんですか。ちょっとお伺いできれば

と思っています。 

○ 労働局長 

 半田です。わかりやすいのは賃金だと思うんですけれども、賃金に関しては、そういうような流

れというのは、実は、世界にもあまり例はないんです。ただし、横で座っている者同士が、同じ金
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額で働いているという基本に立ったときの、１つは責任という立場、これについてのプラスアルフ

ァ、これについては誰も異存はないはずなんですけれども、ただ、日本はワークスペースが隣、隣

になっていて、右の人が１万円、左の人が5,000円で、それで待遇差があるかという部分についての

議論は、いや、まさにこれからの部分だというふうに思います。 

 今、言っているのは、待遇、正社員と言われる人に関しての福利厚生の差が極端にあるのはいけ

ませんというガイドラインになっておりまして、そこについては是正していきましょうと。 

 それともう一つは、勤務時間なんです。７時間働く人と、４時間働く人の差があっても別におか

しくはないんですけれども、そこを明確に、言葉として差があってもおかしくないじゃなくて、こ

ういう場合はこれというようなものを、会社の規則としてつくっていくような流れにしていただき

たいというのが、基本的な流れになっているはずです。ですから、まだすごくピントのぼけた話な

んですけども。 

○ 山口委員 

 山口です。要は正社員、正規の社員が何かその辺を勘違いして、隣の人とおかしいんじゃないか

と言われると、これはこれでまた困ったことだなと、給与体系を変えなきゃいけなくなってくるの

でね。 

○ 労働局長 

 １つ外国の例でお話しすれば、オランダなんかは、非常に同一労働同一賃金が進んでおります。

不思議なのは、例えば、男性でもそうです──正社員が育児休業をとりますと、パート労働でいい

というふうに処遇を下げてもいいんですけれども、２年間なら２年間、私はパートとして扱ってく

ださいというような処遇をやっているんですね。実は、それが外国では普通のメルクマールになっ

ていると。 

 日本の場合は、正社員からパートに落ちて、また正社員に復帰するという──なかなか労使慣行

的なものができておりませんので、そこら辺がネックになるのかなというふうに思っております。 

○ 山口委員 

 ありがとうございます。 

○ 津川会長 

 よろしいですか。 

○ 職業安定部長 

 よろしいですか。正社員の中の格差というふうに、先ほどおっしゃっていたと思いますが、実は、

多様な正社員という概念があって、短時間の正社員とか、勤務地限定正社員とか、そういったのは

多分既に総合職の中で、地域限定総合職等あると思うんですよね。その中での賃金差というか、待

遇の差というのは当然許容されるものなので、それは勤務地無限定の正社員と勤務地限定の正社員

であれば、当然責任が違うので、その責任の差に応じた待遇の差、昇進の差というのは、許容され

るものです。 

○ 狩野委員 

 すみません、１点質問していいですか。使用者の狩野なんですけれども、実は、今の同一賃金同
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一労働の観念が、中小企業の我々も非常に困っているんですけれども、一応就業規則は60歳で１回

定年になって、65歳まで雇用延長しますという形をとっているんですけれども、例えば、課長でい

て一般職になるとか、課長のままで給料を下げちゃう、それで仕事が同じじゃないのと言われると、

これは不利益じゃないのという話になってしまうので、その辺のガイドラインというのも、ちゃん

と出るんですか。 

○ 労働局長 

 半田です。そこはガイドラインというよりは、裁判例がありまして、２つ多分公になっているの

があると思います。１つは、60歳以上の再雇用があって、同じ仕事をやっていて、給料が、例えば

６割に下がったというのが違法だという地裁判決が１件あります。それは、まだ係争中であります。

決まっていません。 

 もう一方は、是認できるというような判決もありまして、地裁の中でも２つに分かれている部分

があって、さあ、どっちが正しいんでしょうという部分だと思うんですけれども、我々は行政運営

する立場でいけば、それが決まらないと、こうやりなさいとは言えませんけれども、ただ、１つは、

行政として定年延長を推進している立場からいけば、できれば同じ待遇がそれはよろしいですけれ

ども、ただし、それは経営の問題とかいろいろあります。 

 ですから、雇用形態を変えるというのがやり方の１つなのかなというのは、ちょっと思いますけ

れども、それは経営の判断でございますので、アドバイスにも何もなりませんけれども、今のとこ

ろ何らかの方法というのは各企業、もしくは労使の意見交換の中でやっていくのが一番よろしいの

かなと思います。 

○ 津川会長 

 時間も迫ってまいりましたので、活発なご意見をいただきながら進めてまいりました。最後は労

働セミナーを受けているような状況でありましたけれども、ありがとうございました。 

 たくさんご意見、ご質問があるかと思いますけれども、これで最後とさせていただきたいと思い

ます。 

 では、これをもちまして、質疑、意見を終了させていただきますが、お願いが１つございます。

平成30年度の群馬労働局行政運営方針（案）ですけれども、委員の皆様方の同意をいただけるとい

うことでよろしいでしょうか。 

〔「はい」の声あり〕 

○ 津川会長 

 ありがとうございます。 

 では、労働局の皆さんは、ただいま出されましたご意見等、十分に参考にしていただき、今後の

労働行政を運営していただきますことを要望いたしまして、本日の審議会を終了したいと思います。 

 最後に、労働局長。 

○ 労働局長 

 熱心なご議論をいただきまして、大変貴重な意見もいただきました。また、ご意見をいただきま

したことにつきましては、議事録をつくるだけではなくて、しかるべきときに、厚生労働本省へ伝
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達したいというふうに思っております。 

 いずれにしましても、私ども労働行政に課せられたいろいろな使命というのは、実は大きいのか

なという認識を新たにしたところでございます。皆様方のいろいろなご協力を得ながら、行政運営

にかけていく所存でございますので、今後ともご指導、ご鞭撻をよろしくお願いしたいと思います。

ありがとうございました。 

○ 津川会長 

 ありがとうございました。 

 では、これをもちまして、議長をおろさせていただきます。皆様、ご協力ありがとうございまし

た。 

○ 総務企画官 

 津川会長、大変ありがとうございました。また、委員の皆様、大変お疲れさまでございました。

以上をもちまして、平成29年度第２回群馬地方労働審議会を閉会させていただきます。 

 本日はまことにありがとうございました。 

閉  会 

 


